


























と｣ とされている(Bank-Mikkelsen, N., E., 1976,


















































































ホームの制度とは, この 『支援』 の部分に対し
て公的に補助することである｣ としている｡ そ
してグループホームを ｢地域社会のなかにある































































































1989年度 1990年度 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度
国庫補助対象数 100 200 300 400 520 640 760
1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度
国庫補助対象数 940 1,134 1,342 1,681 2,020 2,459 2,859
資料：知的障害者グループホーム運営研究会編集 『知的障害者グループホーム運営ハンドブック』 中央
法規, 2001, p104 をもとに作成｡
図表2 知的障害者児の人数
(単位：千人, ( ) 内は構成比％)










児 (18歳未満) 102.4 93.6 8.8
者 (18歳以上) 342.3 221.2 121.2
不 祥 14.1 14.1
資料：厚生労働省 『知的障害児 (者) 基礎調査』 2000より｡
図表3 知的障害者の総数1995/2000年度との比較
(単位：千人, ( ) 内は構成比％)









































6) Mansell, J., Ericsson, Ｋ., Deinstitutionalization




























1970 1975 1980 1985 1990 1995

























がみえはじめた｡ 昨年末 (2002年12月) に策定
された 『新障害者基本計画』８)では, ｢施設サー
ビスの再構築｣ という項目を立て, ｢ア 施設
等から地域生活への移行の推進｣ として ｢障害


















































設はもう作らない新障害者プランを！』 資料集 (2001年8月27日), P24より｡
で, その原因を探ってみることにする｡
わが国で最初に知的障害児に関する施設がで


















た｡ こうした恤救規則において, 障害者は ｢廃


















法の対象規定には ｢不具廃疾, 疾病, 傷痍ソノ
他精神又ハ身体ノ障碍ニ因リ労務ヲ行ウニ故障







て18歳未満の ｢精神薄弱児｣ (当時) への保護
・育成が実施され, ｢精神薄弱児施設｣ (現知的
障害児施設) が法定されてから以降のことであ




















祉史』 法律文化社, 1986が詳しい｡ また, 拙稿
｢社会福祉はどのように展開したのか｣ 今井章子







































































11) この年 (1971年) の10月に厚生省により実施さ
れた ｢全国精神薄弱者 (児) 実態調査｣ では, 知
的障害児者の合計は356,300人で, そのうち在宅
生活者が312,600人(87.7％), 施設入所者が43,700































一方, わが国の場合, 結局のところ ｢あたり






















タテ軸に ｢場＝展開ステージの軸｣ として ｢A
福祉コミュニティ・予防等に関するドメイン｣
～ ｢Cコミュニティケアに関するドメイン｣ を,



























14) わが国で最初に ｢地域福祉｣ という用語が刊行
物で用いられたのは1963年の日本生命済生会発行
の 『季刊地域福祉』 であった｡ その後, 岡村重夫
は1970年に 『地域福祉研究』 (柴田書店), 1974年
に 『地域福祉論』 (光生館) を著している｡ この
時期に, 地域福祉という概念が研究対象なり実践
の方向として位置づけられはじめたといえる｡

















16) 岡本栄一 ｢場－主体の地域福祉論｣ 『地域福祉
研究』 日本生命済生会, No.30, 2002, を参照の











集 『新版社会福祉士養成講座７ 地域福祉論 (第
２版)』 中央法規, 2003, を参照のこと｡
なお, 後述するように大橋は1990年以降の時期
ところで, 障害者の地域生活の支援という観







































井 (1979) の他, 赤塚俊治 『知的障害者福祉論序
説―21世紀の知的障害者福祉の展望と課題―』 中
央法規, 2000, 『国民の福祉の動向』 第49巻第12






















































資料：岡本栄一 ｢場－主体の地域福祉論｣ 『地域福祉研究』 日本生命済生会, No.30,











ては, 1967年に精神薄弱者通勤寮 (当時) が制
度化されている｡ これは, 知的障害児施設, 知
的障害者更生施設などを退所した後などで, 一


































































































町村 (特別区含む) のうち, 身体障害者のホー
ムヘルプサービスを実施しているのは2,283市
町村 (72％,) に対し, 知的障害者のホームヘ



























































































































































































































































































































施設 (1,254施設) および入所授産施設 (221施設)
の施設 (1475施設) と入所者 (約93,000人) を対
象に郵送調査を行ない, 1004施設 (回収率68.1％,
更生846施設, 授産138施設) で62,855人 (67.5％)
からの回答をもとに分析がなされている｡


































































定員４人の場合 定員５人の場合 定員６人の場合 定員７人の場合
区分１ (重度) 132,650 119,380 110,540 104,220




























































をつけ, 上記の ｢要綱｣ から ｢ある程度の身辺
自立ができるもの｣ という利用対象条件が削除















































































































千葉, 群馬, 茨城, 滋賀県では個人委託も実施さ
れている｡
36) 設立当初は ｢横浜市在宅障害児援護協会｣ であ
ったが, 1984年に名称変更している｡ 以下の ｢在
援協｣ の取り組みについては, 横浜市在宅障害者
援護協会編 『仲間とつくる街の中の福祉』 ぶどう


















基 本 分 下表 ｢運営基本費単価｣ 参照









基 本 型 3,230円







市 販 補 助
合 計
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４ 人 定 員
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て初度調弁費 (限度額 500,000円) と整備費





算を加え, さらに家賃補助 (月額家賃の 1/2











































38) 前出, 渡辺(1998), pp77－78｡














ック』, 2002所収 ｢アンケート結果報告｣ を参照
のこと｡
41) 前出, 小沢(1990), pp７－９｡
42) 前出, 小沢(1990), pp７－９｡ なお, 先の大
阪知的障害者福祉協会(2002)の調査では, 世話人
の勤務形態として ｢通勤型｣ が約72％, ｢同居型｣
図表９-３ 横浜市知的障害者地域生活支援費
定員４人の場合 定員５人の場合 定員６人の場合 定員７人の場合
区 分 １ 143,390 129,040 119,490 112,660
























ービスを実施する ｢Ⅰ. 施設の多様化｣ の段階
から, グループホーム制度やユニットケアの形
態が登場することで展開される ｢Ⅱ. 小規模ケ
ア化｣ の段階を経て, ｢Ⅲ. 地域居住・ケアの






































割, ｢身分保障なし (アルバイト)｣ が約３割とな
っている｡









44) 平野隆之 ｢地域福祉計画をどう 『編集』 するか｣
『社会福祉研究』 第84号, 2002, p６より｡
45) たとえば, 前掲の大阪市内で活動している ｢出



















































A Study of Policies and Practices of
Home for the Disabled
Katsuhumi MATSUNOHANA
Group Home is not only a residence where several people live together, but a home where people re-
ceive support towards every day difficulty. For that reason, a Group Home is a social service for individu-
als with social problems, and it plays an important role for them to hold a life in the community.
Combined with the ideal of Normalization, Western countries have used Group Homes as a definite
measure for supporting those people’s life in the community. This approach began after residential insti-
tutions where largely abandoned. In Japan, the policy towards residential institutions is not the same, but
Group Homes can still play an important role for the disabled and elderly people with dementia.
Group Home conditions of Japan are compared with those in Western countries and as reported in this
paper, the number of Group Homes is small as well as the number of people who live in one. Next, the
history of Japanese social policy and social services will be presented. You will see that in Japan, residen-
tial institutions have been the center of all services so other options like Day Care, Working Support ,
Income Security, Education Guarantee have been very inactive. There for, policies for supporting com-
munity life in there own homes are very inanimate. The focus of this paper is on the policy of Group
Homes, as now there are changes like easing the regulation and regimenting rules of institutions backing
up these Group Homes, and also a movement of residential care to community care, and also a new sup-
porting fee system has begun.
Ｔhere have been unique policies and activities for Group Homes initiated by Local Governments. By
examining these policies and activities, we learn that it is important to make policies for finding a way
to support a fruitful life in the community for individuals in need of social support.
